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 （１）　いずれも , 佐賀地判平成29・5・29裁判所ウェブサイト参照。なお , 本
件 L=原審A, 本件 B=原審 B, 本件 J= 原審 C, 本件 K=原審D, 本件A=原
審 Eである。原判決について検討するものとして , 稲垣悠一「遭難事故に
おける引率者の注意義務」専修ロージャーナル 13号（2017）1頁以下。 
 （２）　以下 , 引用した判決文中の下線及び亀甲括弧は筆者による。 
 （３）　本件評釈として , 稲垣悠一「複数主体相互間の注意義務の確定基準―
伊万里市児童溺死事件控訴審判決について―」専修ロージャーナル 14号
（2018）225頁以下。 

















 （７）　稲垣・前掲注（3）230頁。なお , 私見も , このような判断のプロセスを採
用することを支持するものである（岡部雅人「過失競合事例における主体の
特定と過失行為の認定」刑法雑誌55巻2号（2016）191頁以下）。 
 （８）　①に属するものとして , 徳島地判昭和48・11・28刑月5巻11号1473頁（森
永ドライミルク事件差戻し後第1審判決）, 最決平成24・2・8刑集66巻4号
200頁（三菱自工車輪脱落事件）など。 






 （11）　稲垣・前掲注（3）237頁。②の整理については ,同・前掲注（1）25頁も参照。 
 （12）　稲垣・前掲注（3）239頁。なお , 原判決は , その理由中の罪となるべき事
実において , 本件農村チャレンジキャンプを, C 協議会と I 倶楽部の「共同
開催」と表現しているため , ②の方法論に立ったものと分類する余地もな
いではないが , 原判決は ,「ここで問題となるのは , 実質的にみて本件キャ
ンプないし本件川遊びの当日の進行を誰が責任を持って指示・主導してい




いることから , そもそも ,「段階的思考」ないしは「組織関係的観察」といわ
れる手法を採用していないとみるのが素直であろう。このように , 注意義
務の内容確定プロセスは , 正解がひとつに限られるというものではないの





とされるべきであるかも , もちろん , 本件を考察する上での重要論点のひ
とつではあるが , 本評釈では , この点には立ち入らず , もっぱら②の段階
の問題として検討することとする。 
 （16）　このことについては , 岡部雅人「過失不作為犯における『注意義務』につ
いて」高橋則夫ほか編『曽根威彦先生・田口守一先生古稀祝賀論文集［上巻］』
（2014, 成文堂）195頁以下参照。なお , そこで展開した私見に対する批判
として , 小林憲太郎『刑法総論の理論と実務』（2018, 判例時報社）127頁注
37。さらに , 稲垣悠一「過失犯における注意義務確定のプロセス―不作
為的過失を中心に―」高橋則夫ほか編『日髙義博先生古希祝賀論文集 上
巻』（2018 , 成文堂）309-310頁 , 萩野貴史「過失不作為犯における作為義務
の意義―明石砂浜陥没事件第2次上告審決定を手がかりとして」法学セ
ミナー 769号（2019）13-14頁 , 平野潔「過失不作為犯における主体の限定」
川端博ほか編『理論刑法学の探究⑩』（2017, 成文堂）58頁も参照。 
 （17）　大塚裕史ほか『基本刑法Ⅰ総論〔第3版〕』（2019, 日本評論社）85頁〔豊田
兼彦〕参照。なお , このような傾向に疑問を呈するものとして , 林幹人「業
務上過失致死傷罪の主体」法曹時報70巻5号（2018）7頁以下。 
 （18）　このことについては , 岡部雅人「信頼の原則の体系的地位」愛媛法学会雑
誌42巻3=4号（2016）113頁以下参照。 
 （19）　稲垣・前掲注（3）235頁注16参照。 
 （20）　稲垣・前掲注（3）241頁参照。 
